
新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、施設の臨時休館又は、イベントを中止することがありますのでご理解願います。
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国民健康保険税の改正について

行政相談委員に委嘱されました 令和２年度国民健康保険家庭表彰

●令和３年度の税率等について
　令和３年度から、税率等を改正します。改正内容は、次のとおり医療分の所得割額、均等割額、平
等割額の引き下げ及び年間賦課限度額の引上げです。

　保険税の税額は、次の３つを世帯で合算して計算します。
１．所得割額：その世帯の被保険者の所得に応じて算定します。
２．均等割額：その世帯の被保険者の人数に応じて算定します。
３．平等割額：１世帯あたりの額を算定します。
※医療分、後期高齢者分、介護分のそれぞれについて、賦課限度額を超えたときは、賦課限度額とな
ります。

(注)「特定同一世帯所属者」とは、国保から後期高齢者医療制度へ移行された方で、継続して同一世帯に
属する方をいいます。ただし、世帯主を変更した場合やその世帯の世帯員でなくなった場合は、特定
同一世帯所属者ではなくなります。

(注)「給与所得者等」とは、給与収入額が５５万を超える方と公的年金等の収入額が６５歳未満の場合は
６０万円、６５歳以上の場合は１２５万円を超える方をいいます。なお、｛ ｝内は給与所得者等の
数が２人以上の場合に計算されます。

　国民健康保険に加入し、令和元年度中に医療機関を受診
しなかった世帯(国民健康保険税に未納がない世帯に限る)
に、かみのかわサービスポイントカード会買物券(べりーかー
ど)を令和３年３月に贈呈いたしました。今後も健康に留意
してお過ごしください。

　日頃皆様の身近な場所で、行政上の困りごとについて相談相手となる行政相談委員として藤田猛さん、生

田弘美さんが、令和３年４月１日付けで総務大臣から委嘱されました。

　行政相談委員は、民間の有識者の中から総務大臣が委嘱しているもので、住民の皆様から広く行政（役

所）に対する苦情や意見・要望などをお聴きして苦情の解決を促進するとともに、それらの意見をもとに行

政運営の改善を進めることをボランティアとして行っています。

　藤田猛さん（上神主） ☎０９０-１６５１-６３０２　　生田弘美さん（多功） ☎０９０-５３２８-６３４１

▶問い合わせ先＝住民課　国保年金係  ☎       ９１３４

　　　　　　　　税務課　住民税係  ☎       ９１２２

56

56

▶問い合わせ先＝住民課　国保年金係  ☎       ９１３４56▶問い合わせ先＝企画課　情報広報係  ☎       ９１1 756

所得割額＝
課税標準額※×

均等割額＝
被保険者数×

平等割額＝1世帯×

年間賦課限度額

６．３％
（１．３％減）

２０，０００円
（５，０００円減）

１８，０００円
（８，０００円減）

６３０，０００円
（５０，０００円増）

介護分
（４０歳～６４歳）

医療分 後期高齢者分

２．２％ １．９％

１５，０００円

－

１７０，０００円
（１０，０００円増）

９，０００円

６，０００円

１９０，０００円

※課税標準額＝令和２年中(令和２年１月～１２月)の総所得金額等－４３０，０００円

◆保険税の計算方法

（　）は、前年度比較

●低所得世帯の軽減措置について
　世帯の所得が少ない場合は、均等割額及び平等割額が７割、５割、２割に軽減される措置が適用されます。
税制改正に伴い、令和３年度から軽減判定の基準について次のように見直されます。

７割軽減 ３３万円以下の世帯

基準となる所得金額
（世帯主、被保険者及び特定同一世帯所属者の所得の合計額）軽減割合

５割軽減 ３３万円＋（２８．５万円×被保険者数と特定同一世帯所属者数）

２割軽減 ３３万円＋（５２万円×被保険者数と特定同一世帯所属者数）

令和２年度軽減判定所得

７割軽減 ４３万円＋｛１０万円×（給与所得者等の数－１）｝以下の世帯

基準となる所得金額
（世帯主、被保険者及び特定同一世帯所属者の所得の合計額）軽減割合

５割軽減
４３万円＋（２８．５万円×被保険者数と特定同一世帯所属者数）
＋｛１０万円×（給与所得者等の数－１）｝以下の世帯

２割軽減
４３万円＋（５２万円×被保険者数と特定同一世帯所属者数）
＋｛１０万円×（給与所得者等の数－１）｝以下の世帯

令和３年度軽減判定所得

無受診年数

１～２年無受診

対象世帯数

５８世帯

１９世帯

９世帯

１１世帯

３～４年無受診

５～６年無受診

７年以上無受診

無受診最高期間：１５年

ひろ みた

ふじ た いくたけし
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